
社説　 東京都 2019.9.20

　腑（ふ）に落ちない判決だ。２０１１年の福島第一原発事故をめぐり、東京電力の旧経営陣３人が

強制起訴された裁判で、東京地裁は全員に無罪を言い渡した。

　判決は、事故を防ぐにはあらかじめ原発の運転を停止するしかなかったという前提に立ち、そうし

なければならないだけの確かさをもって、津波の襲来を予測できたかを検討した。

　そして、国の機関が０２年に公表した「三陸から房総沖のどこでも巨大地震が起こり得る」との見

解（長期評価）を、根拠を欠き、信頼性に疑問があると指摘。原発は社会生活や経済活動を支える重

要なインフラであり、旧経営陣に運転を止める義務はなかったと結論づけた。

　事故の被災者が国や東電に損害賠償を求めた訴訟では、この長期評価に基づき、「津波は予測でき

た」との判断が積み重ねられてきた。非常用電源を高台に移転させるなど、簡易な対策を講じていれ

ば事故を防げたとした判決も複数ある。

　民事裁判に比べて刑事裁判では厳格な立証が求められるとはいえ、あまりの乖離（かいり）に驚

く。未曽有の大災害を引き起こしながら、しかるべき立場にあった者が誰一人として責任を問われな

い。人々が納得できるだけの説明が尽くされたか、大いに疑問が残る裁判となった。

　一方で、公開の法廷で審理が行われた意義は大きい。政府や国会などの調査では言及されなかった

重要な事実が、いくつも明らかになったからだ。

　例えば、東電内部では長期評価を踏まえて防潮堤建設などの検討が進み、最高経営幹部が出席する

会議でも津波対策が話題になった。だが勝俣恒久元会長は公判で、「関心を持たなかった」と述べ

た。他の２人の被告も「記憶にない」を繰り返し、権限を互いに押しつけ合って、自らの無罪を主張

した。

　原発の運転がこのような組織と人物に委ねられ、監督すべき政府もそれで良しとしてきた。その帰

結があの事故だった。

　過去の話、あるいは東電特有の体質として片付けられるものではない。

　最近、火山噴火やテロへの備えなど、原発の安全性をめぐって新たな課題が次々と浮上している。

だが電力各社は、手当てするには膨大な時間と金がかかるとして、対策の先延ばしを認めるよう原子

力規制委員会に働きかけている。福島事故からいったい何を学んだのだろう。

　確率は低くても、起こり得る危機に対する鋭敏さをどう培うか。規制はいかにあるべきか。災害列

島というべき日本で、原発に未来はあるのか――。裁判が突きつけた重い課題に、社会全体で向き合

わねばならない。
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原発事故判決　釈然としない無罪判断


